
 

1/1 

■報道機関からのお問い合わせ 

京セラ株式会社 広報室 本社 TEL：075-604-3416（直）/ 東京 TEL：03-6364-5503（直） 

 

 

2026年 8月 20日 

記者各位 

京セラ株式会社 

 
京セラ株式会社（以下、京セラ）は、2027年 4月の犯罪収益移転防止法（以下、犯収法）

の改正にあたり、厳格化する本人確認業務の課題解決へ向けたウェビナーをシステムギア
株式会社と共催で、本年 9月 3日（木）14:00から開催します。 

 
近年、情報技術の進化に伴い、身分証明書の偽造手口は巧妙化しており、企業は従来の

目視確認だけでは不正を見抜くことが難しくなっています。マネー・ロンダリングやテロ
資金供与といった社会的リスクへの対策強化と健全な経済活動を維持することを目的とし
て、2027年 4月施行の犯収法の改正では、企業に対してより厳格な本人確認の実施が求め

られます。 
 こうした法改正への対応は、企業にとってコンプライアンス体制を強化する機会である
一方、本人確認業務の厳格化に伴う業務負担の増加や、システム導入コストの負担といっ
た新たな課題も生じます。特に中小企業においては、限られたリソースの中でこれら課題
への対応が急務となっています。 
 このような背景から、このたび当社では 2027年 4月の犯収法改正に向けて、社会の信頼
性向上に寄与するための実務対応をテーマとしたウェビナー「2027年 4月犯収法改正で変
わる本人確認対応― いま準備すべき現場オペレーションと最新ソリューション ― 」を開
催いたします。 
 本ウェビナーでは、企業が直面する本人確認業務の課題に対し、京セラ製タブレットを
組み込んだシステムによる解決策などコスト最適化への手法をご紹介いたします。 
 

■ウェビナー概要 
 

 
 

開催日時 2026年 9月 3日（木）14:00～14:45 

定員 1,000名  

会場 オンライン（ON24を使用）※事前登録制、参加費無料 

主催 京セラ株式会社／システムギア株式会社 

申込方法 https://www.kyocera.co.jp/prdct/telecom/office/phone/events/20260903/ 

京セラ、犯罪収益移転防止法改正対策ウェビナーを 

9月 3日（木）に開催 
～不正対策と効率化を両立する最新ソリューションを紹介～ 

 

本社 広報室 〒612-8501 

京都市伏見区竹田鳥羽殿町 6番地 

https://www.kyocera.co.jp 


